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床上浸水等の住宅の被害調査・認定作業の改善と、 

岡山市独自の被災者支援制度の創設を求める要望  

 
市政発展のため、日々のご尽力に対し敬意を表します。 

すでに、岡山県より通知（１２月１６日付け）されていますが、災害に係る住

家の被害調査・認定及び市民への広報について、その改善に取り組まれますと

ともに、県内の自治体の施策（別紙）も参考にされ、岡山市としても独自の被

災者支援制度を創設されますよう要望いたします。 

記 

１、内閣府の『災害に係る住家の被害認定基準運用指針』に基づき、この間の

連続した台風災害で「第１次判定において、浸水が床上まで達しているとさ

れた住家」すべてを対象として「第２次判定」を実施すること。国・県にお

いても、この趣旨で『運用指針』の徹底をはかっています。 
 
２、昨年１０月２８日付けで内閣府から出された通知『浸水等による住宅被害

の認定について』では、「住宅被害の認定にかかる被災者生活再建支援法の弾

力的な運用を図る」ことが示され、また、県においても「個々の被害状況を

勘案し、被害の調査・認定をおこなう市町村において、弾力的に運用するこ

とも可能」(１２月１６日通知)としています。 
この趣旨を十分に踏まえて、被災者の支援に万全を期すこと。 

 
３、上記の趣旨が、「床上浸水」等の被災者に周知徹底されるよう広報活動を改

善すること。 
 
４、上記１、２を文字通り実施した場合、すでに全国で例が見られるように、

「第１次判定」において「床上浸水」と認定された被災住家の中から、「第２

次判定」の結果、「半壊」「大規模半壊」「全壊」に見直される住家が出てくる

ことが十分に予想されます。この際、岡山市としても、災害見舞金制度など

独自の被災者支援制度を創設すること。 
 


